
議案第１号 

 

 船橋市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年５月２３日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市市税条例等の一部を改正する条例 

 

 （船橋市市税条例の一部改正） 

第１条 船橋市市税条例（昭和２９年船橋市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(納税証明書の交付手数料) (納税証明書の交付手数料) 

第18条の4 法第20条の10に規定する納税

証明書の交付(法第382条の4に規定する

当該証明書に住所に代わる事項の記載を

したものの交付を含む。)の手数料は、船

橋市手数料条例(昭和36年船橋市条例第

11号)に定めるところによる。ただし、道

路運送車両法第97条の2に規定する証明

書については、手数料を徴しない。 

第18条の4 法第20条の10に規定する納税

証明書の交付手数料は、船橋市手数料条例

(昭和36年船橋市条例第11号)に定めると

ころによる。ただし、道路運送車両法第

97条の2に規定する証明書については、手

数料を徴しない。 

2 (略) 2 (略) 

(所得割の課税標準) (所得割の課税標準) 

第33条 (略) 第33条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 前項の規定は、前年分の所得税に係る第

36条の3第1項に規定する確定申告書に特

定配当等に係る所得の明細に関する事項

その他施行規則に定める事項の記載があ

るときは、当該特定配当等に係る所得の金

額については、適用しない。 

4 前項の規定は、特定配当等に係る所得が

生じた年の翌年の4月1日の属する年度分

の特定配当等申告書(市民税の納税通知書

が送達される時までに提出された次に掲

げる申告書をいう。以下この項において同

じ。)に特定配当等に係る所得の明細に関

する事項その他施行規則に定める事項の

記載があるとき(特定配当等申告書にその
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記載がないことについてやむを得ない理

由があると市長が認めるときを含む。)は、

当該特定配当等に係る所得の金額につい

ては、適用しない。ただし、第1号に掲げ

る申告書及び第2号に掲げる申告書がいず

れも提出された場合におけるこれらの申

告書に記載された事項その他の事情を勘

案して、この項の規定を適用しないことが

適当であると市長が認めるときは、この限

りでない。 

 (1) 第36条の2第1項の規定による申告書 

 (2) 第36条の3第1項に規定する確定申告

書(同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合

における当該確定申告書に限る。) 

5 (略) 5 (略)  

6 前項の規定は、前年分の所得税に係る第

36条の3第1項に規定する確定申告書に特

定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細

に関する事項その他施行規則に定める事

項の記載があるときは、当該特定株式等譲

渡所得金額に係る所得の金額については、

適用しない。 

6 前項の規定は、特定株式等譲渡所得金額

に係る所得が生じた年の翌年の4月1日の

属する年度分の特定株式等譲渡所得金額

申告書(市民税の納税通知書が送達される

時までに提出された次に掲げる申告書を

いう。以下この項において同じ。)に特定

株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に

関する事項その他施行規則に定める事項

の記載があるとき(特定株式等譲渡所得金

額申告書にその記載がないことについて

やむを得ない理由があると市長が認める

ときを含む。)は、当該特定株式等譲渡所

得金額に係る所得の金額については、適用

しない。ただし、第1号に掲げる申告書及

び第2号に掲げる申告書がいずれも提出さ

れた場合におけるこれらの申告書に記載

された事項その他の事情を勘案して、この

項の規定を適用しないことが適当である

と市長が認めるときは、この限りでない。 

 (1) 第36条の2第1項の規定による申告書 

 (2) 第36条の3第1項に規定する確定申告

書(同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合

における当該確定申告書に限る。) 
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(寄附金税額控除) (寄附金税額控除) 

第34条の6 (各号列記以外の部分略) 第34条の6 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 所得税法施行令第217条第3号に規定

する公益社団法人及び公益財団法人の

うち、市内に事務所を有するものに対す

る寄附金(出資に関する業務に充てられ

ることが明らかなものを除き、当該法人

の主たる目的である業務に関連するも

のに限る。) 

(5) 所得税法施行令第217条第3号に規定

する公益社団法人及び公益財団法人(所

得税法施行令の一部を改正する政令(平

成20年政令第155号)附則第13条第2項

の規定によりなおその効力を有するも

のとされる改正前の所得税法施行令第

217条第1項第2号及び第3号に規定する

民法法人を含む。)のうち、市内に事務

所を有するものに対する寄附金(出資に

関する業務に充てられることが明らか

なものを除き、当該法人の主たる目的で

ある業務に関連するものに限る。) 

(6)～(10) (略) (6)～(10) (略) 

2 (略)  2 (略) 

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控

除) 

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控

除) 

第34条の8 所得割の納税義務者が、第33条

第4項に規定する確定申告書に記載した特

定配当等に係る所得の金額の計算の基礎

となった特定配当等の額について法第2章

第1節第5款の規定により配当割額を課さ

れた場合又は同条第6項に規定する確定申

告書に記載した特定株式等譲渡所得金額

に係る所得の金額の計算の基礎となった

特定株式等譲渡所得金額について同節第6

款の規定により株式等譲渡所得割額を課

された場合には、当該配当割額又は当該株

式等譲渡所得割額に5分の3を乗じて得た

金額を、第34条の3及び前3条の規定を適

用した場合の所得割の額から控除する。 

第34条の8 所得割の納税義務者が、第33条

第4項に規定する特定配当等申告書に記載

した特定配当等に係る所得の金額の計算

の基礎となった特定配当等の額について

法第2章第1節第5款の規定により配当割

額を課された場合又は同条第6項に規定す

る特定株式等譲渡所得金額申告書に記載

した特定株式等譲渡所得金額に係る所得

の金額の計算の基礎となった特定株式等

譲渡所得金額について同節第6款の規定に

より株式等譲渡所得割額を課された場合

には、当該配当割額又は当該株式等譲渡所

得割額に5分の3を乗じて得た金額を、第

34条の3及び前3条の規定を適用した場合

の所得割の額から控除する。 

2 前項の規定により控除されるべき額で同

項の所得割の額から控除することができ

なかった金額があるときは、当該控除する

ことができなかった金額は、令第48条の9

の3から第48条の9の6までに定めるとこ

ろにより、同項の納税義務者に対しその控

2 前項の規定により控除されるべき額で同

項の所得割の額から控除することができ

なかった金額があるときは、当該控除する

ことができなかった金額は、令第48条の9

の3から第48条の9の6までに定めるとこ

ろにより、同項の納税義務者に対しその控
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除することができなかった金額を還付し、

又は当該納税義務者の同項の確定申告書

に係る年の末日の属する年度の翌年度分

の個人の県民税若しくは市民税に充当し、

若しくは当該納税義務者の未納に係る徴

収金に充当する。 

除することができなかった金額を還付し、

又は当該納税義務者の同項の申告書に係

る年度分の個人の県民税若しくは市民税

に充当し、若しくは当該納税義務者の未納

に係る徴収金に充当する。 

3 (略) 3 (略) 

(市民税の申告) (市民税の申告) 

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者

は、3月15日までに、施行規則第5号の4様

式(別表)による申告書を市長に提出しな

ければならない。ただし、法第317条の6

第1項又は第4項の規定により給与支払報

告書又は公的年金等支払報告書を提出す

る義務がある者から1月1日現在において

給与又は公的年金等の支払を受けている

者で前年中において給与所得以外の所得

又は公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかったもの(公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかった者で社会保険

料控除額(令第48条の9の7に規定するもの

を除く。)、小規模企業共済等掛金控除額、

生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤

労学生控除額、配偶者特別控除額(所得割

の納税義務者(前年の合計所得金額が900

万円以下であるものに限る。)の法第314

条の2第1項第10号の2に規定する自己と

生計を一にする配偶者(前年の合計所得金

額が95万円以下であるものに限る。)で控

除対象配偶者に該当しないものに係るも

のを除く。)若しくは法第314条の2第4項に

規定する扶養控除額の控除又はこれらと

併せて雑損控除額若しくは医療費控除額

の控除、法第313条第8項に規定する純損

失の金額の控除、同条第9項に規定する純

損失若しくは雑損失の金額の控除若しく

は第34条の6の規定により控除すべき金

額(以下この条において「寄附金税額控除

額」という。)の控除を受けようとするも

のを除く。以下この条において「給与所得

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者

は、3月15日までに、施行規則第5号の4様

式(別表)による申告書を市長に提出しな

ければならない。ただし、法第317条の6

第1項又は第4項の規定により給与支払報

告書又は公的年金等支払報告書を提出す

る義務がある者から1月1日現在において

給与又は公的年金等の支払を受けている

者で前年中において給与所得以外の所得

又は公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかったもの(公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかった者で社会保険

料控除額(令第48条の9の7に規定するもの

を除く。)、小規模企業共済等掛金控除額、

生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤

労学生控除額、配偶者特別控除額(所得税

法第2条第1項第33号の4に規定する源泉

控除対象配偶者に係るものを除く。)若し

くは法第314条の2第4項に規定する扶養

控除額の控除又はこれらと併せて雑損控

除額若しくは医療費控除額の控除、法第

313条第8項に規定する純損失の金額の控

除、同条第9項に規定する純損失若しくは

雑損失の金額の控除若しくは第34条の6

の規定により控除すべき金額(以下この条

において「寄附金税額控除額」という。)

の控除を受けようとするものを除く。以下

この条において「給与所得等以外の所得を

有しなかった者」という。)及び第24条第2

項に規定する者(施行規則第2条の2第1項

の表の上欄の(二)に掲げる者を除く。)につ

いては、この限りでない。 
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等以外の所得を有しなかった者」という。)

及び第24条第2項に規定する者(施行規則

第2条の2第1項の表の上欄の(二)に掲げる

者を除く。)については、この限りでない。 

2 前項の規定により申告書を市長に提出す

べき者のうち、前年の合計所得金額が基礎

控除額、配偶者控除額及び扶養控除額の合

計額以下である者(施行規則第2条の2第1

項の表の上欄に掲げる者を除く。)が提出

すべき申告書の様式は、施行規則第2条第3

項ただし書の規定により、市長の定める様

式による。 

2 前項の規定により申告書を市長に提出す

べき者のうち、前年の合計所得金額が基礎

控除額、配偶者控除額及び扶養控除額の合

計額以下である者(施行規則第2条の2第1

項の表の上欄に掲げる者を除く。)が提出

すべき申告書の様式は、施行規則第2条第4

項ただし書の規定により、市長の定める様

式による。 

3～9 (略) 3～9 (略) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族申告書) 

第36条の3の2 (各号列記以外の部分略) 第36条の3の2 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 所得割の納税義務者(合計所得金額が

1,000万円以下であるものに限る。)の自

己と生計を一にする配偶者(法第313条

第3項に規定する青色事業専従者に該当

するもので同項に規定する給与の支払

を受けるもの及び同条第4項に規定する

事業専従者に該当するものを除き、合計

所得金額が133万円以下であるものに

限る。次条第1項において同じ。)の氏名 

 

(3)及び(4) (略) (2)及び(3) (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族等申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族申告書) 

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項

の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者又は法の施行地

において同項に規定する公的年金等(所得

税法第203条の7の規定の適用を受けるも

のを除く。以下この項において「公的年金

等」という。)の支払を受ける者であって、

特定配偶者(所得割の納税義務者(合計所

得金額が900万円以下であるものに限る。)

の自己と生計を一にする配偶者(退職手当

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項

の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者又は法の施行地

において同項に規定する公的年金等(所得

税法第203条の7の規定の適用を受けるも

のを除く。以下この項において「公的年金

等」という。)の支払を受ける者であって、

扶養親族(控除対象扶養親族を除く。)を有

する者(以下この条において「公的年金等

受給者」という。)で市内に住所を有する
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等(第53条の2に規定する退職手当等に限

る。以下この項において同じ。)に係る所

得を有する者であって、合計所得金額が95

万円以下であるものに限る。)をいう。第2

号において同じ。)又は扶養親族(控除対象

扶養親族であって退職手当等に係る所得

を有しない者を除く。)を有する者(以下こ

の条において「公的年金等受給者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当該

申告書の提出の際に経由すべき所得税法

第203条の6第1項に規定する公的年金等

の支払者(以下この条において「公的年金

等支払者」という。)から毎年最初に公的

年金等の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申告書を、当該公的年金等

支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。 

ものは、当該申告書の提出の際に経由すべ

き所得税法第203条の6第1項に規定する

公的年金等の支払者(以下この条において

「公的年金等支払者」という。)から毎年

最初に公的年金等の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申告書を、

当該公的年金等支払者を経由して、市長に

提出しなければならない。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 特定配偶者の氏名  

(3)及び(4) (略) (2)及び(3) (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

(特別徴収税額の納入の義務等) (特別徴収税額の納入の義務等) 

第53条の7 前条の特別徴収義務者は、退職

手当等の支払をする際、その退職手当等に

ついて分離課税に係る所得割を徴収し、そ

の徴収の日の属する月の翌月の10日まで

に、施行規則第5号の8様式又は施行規則

第2条第3項ただし書の規定により総務大

臣が定めた様式による納入申告書を市長

に提出し、及びその納入金を市に納入しな

ければならない。 

第53条の7 前条の特別徴収義務者は、退職

手当等の支払をする際、その退職手当等に

ついて分離課税に係る所得割を徴収し、そ

の徴収の日の属する月の翌月の10日まで

に、施行規則第5号の8様式又は施行規則

第2条第4項ただし書の規定により総務大

臣が定めた様式による納入申告書を市長

に提出し、及びその納入金を市に納入しな

ければならない。 

(固定資産課税台帳の閲覧又は固定資産課

税台帳に記載されている事項の証明書の

交付の手数料) 

(固定資産課税台帳の閲覧又は固定資産課

税台帳に記載されている事項の証明書の

交付の手数料) 

第73条の2 法第382条の2に規定する固定

資産課税台帳(同条第1項ただし書の規定

による措置を講じたものを含む。)の閲覧

(法第382条の4に規定する固定資産課税

台帳に住所に代わる事項の記載をしたも

第73条の2 法第382条の2に規定する固定

資産課税台帳(同条第1項ただし書の規定

による措置を講じたものを含む。)の閲覧

又は法第382条の3に規定する固定資産課

税台帳に記載されている事項の証明書(同
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のの閲覧を含む。)又は法第382条の3に規

定する固定資産課税台帳に記載されてい

る事項の証明書(同条ただし書の規定によ

る措置を講じたものを含む。)の交付(法第

382条の4に規定する当該証明書に住所に

代わる事項の記載をしたものの交付を含

む。)の手数料は、船橋市手数料条例に定

めるところによる。ただし、法第416条第

3項又は第419条第8項の規定により公示

した期間において納税義務者の閲覧に供

する場合にあっては、手数料を徴しない。 

条ただし書の規定による措置を講じたも

のを含む。)の交付の手数料は、船橋市手

数料条例に定めるところによる。ただし、

法第416条第3項又は第419条第8項の規定

により公示した期間において納税義務者

の閲覧に供する場合にあっては、手数料を

徴しない。 

附 則 附 則 

第7条の3の2 平成22年度から令和20年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所

得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き租税特別措置法第41条又は第41条の2

の2の規定の適用を受けた場合(居住年が

平成11年から平成18年まで又は平成21年

から令和7年までの各年である場合に限

る。)において、前条第1項の規定の適用を

受けないときは、法附則第5条の4の2第5

項(同条第7項の規定により読み替えて適

用される場合を含む。)に規定するところ

により控除すべき額を、当該納税義務者の

第34条の3及び第34条の5の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除する。 

第7条の3の2 平成22年度から令和15年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所

得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き租税特別措置法第41条又は第41条の2

の2の規定の適用を受けた場合(居住年が

平成11年から平成18年まで又は平成21年

から令和3年までの各年である場合に限

る。)において、前条第1項の規定の適用を

受けないときは、法附則第5条の4の2第5

項(同条第7項の規定により読み替えて適

用される場合を含む。)に規定するところ

により控除すべき額を、当該納税義務者の

第34条の3及び第34条の5の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除する。 

2 (略) 2 (略) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

第10条の2 (略)  第10条の2 (略) 

2 法附則第15条第2項第5号に規定する市

町村の条例で定める割合は、5分の4とす

る。 

2 法附則第15条第2項第5号に規定する市

町村の条例で定める割合は、4分の3とす

る。 

3～17 (略) 3～17 (略) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る市民

税の課税の特例) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る市民

税の課税の特例) 

第16条の3 (略) 第16条の3 (略)  

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第8

条の4第2項に規定する特定上場株式等の

配当等(以下この項において「特定上場株

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第8

条の4第2項に規定する特定上場株式等の

配当等(以下この項において「特定上場株
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式等の配当等」という。)に係る配当所得

に係る部分は、市民税の所得割の納税義務

者が前年分の所得税について特定上場株

式等の配当等に係る配当所得につき同条

第1項の規定の適用を受けた場合に限り適

用する。 

式等の配当等」という。)に係る配当所得

に係る部分は、市民税の所得割の納税義務

者が当該特定上場株式等の配当等の支払

を受けるべき年の翌年の4月1日の属する

年度分の市民税について特定上場株式等

の配当等に係る配当所得につき前項の規

定の適用を受けようとする旨の記載のあ

る第33条第4項に規定する特定配当等申

告書を提出した場合(次に掲げる場合を除

く。)に限り適用するものとし、市民税の

所得割の納税義務者が前年中に支払を受

けるべき特定上場株式等の配当等に係る

配当所得について同条第1項及び第2項並

びに第34条の3の規定の適用を受けた場

合には、当該納税義務者が前年中に支払を

受けるべき他の特定上場株式等の配当等

に係る配当所得について、前項の規定は、

適用しない。 

 (1) 第33条第4項ただし書の規定の適用

がある場合 

 (2) 第33条第4項第1号に掲げる申告書及

び同項第2号に掲げる申告書がいずれも

提出された場合におけるこれらの申告

書に記載された事項その他の事情を勘

案して、前項の規定を適用しないことが

適当であると市長が認めるとき。 

3 (略)  3 (略)  

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税

の課税の特例) 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税

の課税の特例) 

第17条の2 (略) 第17条の2 (略) 

2 (略)  2 (略) 

3 第1項(前項において準用する場合を含

む。)の場合において、所得割の納税義務

者が、その有する土地等につき、租税特別

措置法第33条から第33条の4まで、第34条

から第35条の3まで、第36条の2、第36条

の5、第37条、第37条の4から第37条の6

まで又は第37条の8の規定の適用を受け

るときは、当該土地等の譲渡は、第1項に

3 第1項(前項において準用する場合を含

む。)の場合において、所得割の納税義務

者が、その有する土地等につき、租税特別

措置法第33条から第33条の4まで、第34条

から第35条の3まで、第36条の2、第36条

の5、第37条、第37条の4から第37条の6

まで、第37条の8又は第37条の9の規定の

適用を受けるときは、当該土地等の譲渡
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規定する優良住宅地等のための譲渡又は

前項に規定する確定優良住宅地等予定地

のための譲渡に該当しないものとみなす。 

は、第1項に規定する優良住宅地等のため

の譲渡又は前項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡に該当しないも

のとみなす。 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

第20条の2 (略) 第20条の2 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 前項後段の規定は、特例適用配当等に係

る所得が生じた年分の所得税に係る第36

条の3第1項に規定する確定申告書に前項

後段の規定の適用を受けようとする旨の

記載があるときに限り、適用する。 

4 前項後段の規定は、特例適用配当等に係

る所得が生じた年の翌年の4月1日の属す

る年度分の特例適用配当等申告書(市民税

の納税通知書が送達される時までに提出

された次に掲げる申告書をいう。以下この

項において同じ。)に前項後段の規定の適

用を受けようとする旨の記載があるとき

(特例適用配当等申告書にその記載がない

ことについてやむを得ない理由があると

市長が認めるときを含む。)に限り、適用

する。ただし、第1号に掲げる申告書及び

第2号に掲げる申告書がいずれも提出され

た場合におけるこれらの申告書に記載さ

れた事項その他の事情を勘案して、同項後

段の規定を適用しないことが適当である

と市長が認めるときは、この限りでない。 

 (1) 第36条の2第1項の規定による申告書 

 (2) 第36条の3第1項に規定する確定申告

書(同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合

における当該確定申告書に限る。) 

5 (略) 5 (略) 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

第20条の3 (略) 第20条の3 (略) 

2及び3 (略)  2及び3 (略)  

4 前項後段の規定は、条約適用配当等に係

る所得が生じた年分の所得税に係る第36

条の3第1項に規定する確定申告書に前項

後段の規定の適用を受けようとする旨の

記載があるときに限り、適用する。 

4 前項後段の規定は、条約適用配当等に係

る所得が生じた年の翌年の4月1日の属す

る年度分の条約適用配当等申告書(市民税

の納税通知書が送達される時までに提出

された次に掲げる申告書をいう。以下この

項において同じ。)に前項後段の規定の適
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用を受けようとする旨の記載があるとき

(条約適用配当等申告書にその記載がない

ことについてやむを得ない理由があると

市長が認めるときを含む。)に限り、適用

する。ただし、第1号に掲げる申告書及び

第2号に掲げる申告書がいずれも提出され

た場合におけるこれらの申告書に記載さ

れた事項その他の事情を勘案して、同項後

段の規定を適用しないことが適当である

と市長が認めるときは、この限りでない。 

 (1) 第36条の2第1項の規定による申告書 

 (2) 第36条の3第1項に規定する確定申告

書(同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合

における当該確定申告書に限る。) 

5 (略)  5 (略)  

6 租税条約等実施特例法第3条の2の2第1

項の規定の適用がある場合(第3項後段の

規定の適用がある場合を除く。)における

第34条の8の規定の適用については、同条

第1項中「又は同条第6項」とあるのは「若

しくは附則第20条の3第3項前段に規定す

る条約適用配当等(以下「条約適用配当等」

という。)に係る所得が生じた年分の所得

税に係る同条第4項に規定する確定申告書

にこの項の規定の適用を受けようとする

旨及び当該条約適用配当等に係る所得の

明細に関する事項の記載がある場合であ

って、当該条約適用配当等に係る所得の金

額の計算の基礎となった条約適用配当等

の額について租税条約等の実施に伴う所

得税法、法人税法及び地方税法の特例等に

関する法律(昭和44年法律第46号。以下「租

税条約等実施特例法」という。)第3条の2

の2第1項の規定及び法第2章第1節第5款

の規定により配当割額を課されたとき、又

は第33条第6項」と、同条第3項中「法第

37条の4」とあるのは「租税条約等実施特

例法第3条の2の2第9項の規定により読み

替えて適用される法第37条の4」とする。 

6 租税条約等実施特例法第3条の2の2第1

項の規定の適用がある場合(第3項後段の

規定の適用がある場合を除く。)における

第34条の8の規定の適用については、同条

第1項中「又は同条第6項」とあるのは「若

しくは附則第20条の3第3項前段に規定す

る条約適用配当等(以下「条約適用配当等」

という。)に係る所得が生じた年の翌年の4

月1日の属する年度分の同条第4項に規定

する条約適用配当等申告書にこの項の規

定の適用を受けようとする旨及び当該条

約適用配当等に係る所得の明細に関する

事項の記載がある場合(条約適用配当等申

告書にこれらの記載がないことについて

やむを得ない理由があると市長が認める

ときを含む。)であって、当該条約適用配

当等に係る所得の金額の計算の基礎とな

った条約適用配当等の額について租税条

約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び

地方税法の特例等に関する法律(昭和44年

法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」

という。)第3条の2の2第1項の規定及び法

第2章第1節第5款の規定により配当割額

を課されたとき、又は第33条第6項」と、
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同条第3項中「法第37条の4」とあるのは

「租税条約等実施特例法第3条の2の2第9

項の規定により読み替えて適用される法

第37条の4」とする。 

(新型コロナウイルス感染症等に係る寄附

金税額控除の特例) 

(新型コロナウイルス感染症等に係る寄附

金税額控除の特例) 

第25条 所得割の納税義務者が、新型コロナ

ウイルス感染症等の影響に対応するため

の国税関係法律の臨時特例に関する法律

(令和2年法律第25号)第5条第4項に規定す

る指定行事のうち、市長が指定するものの

中止若しくは延期又はその規模の縮小に

より生じた当該指定行事の入場料金、参加

料金その他の対価の払戻しを請求する権

利の全部又は一部の放棄を同条第1項に規

定する指定期間内にした場合には、当該納

税義務者がその放棄をした日の属する年

中に法附則第60条第4項に規定する市町

村放棄払戻請求権相当額の法第314条の7

第1項第3号に掲げる寄附金を支出したも

のとみなして、第34条の6の規定を適用す

る。 

第25条 所得割の納税義務者が、新型コロナ

ウイルス感染症等の影響に対応するため

の国税関係法律の臨時特例に関する法律

(令和2年法律第25号。次条において「新型

コロナウイルス感染症特例法」という。)

第5条第4項に規定する指定行事のうち、市

長が指定するものの中止若しくは延期又

はその規模の縮小により生じた当該指定

行事の入場料金、参加料金その他の対価の

払戻しを請求する権利の全部又は一部の

放棄を同条第1項に規定する指定期間内に

した場合には、当該納税義務者がその放棄

をした日の属する年中に法附則第60条第

4項に規定する市町村放棄払戻請求権相当

額の法第314条の7第1項第3号に掲げる寄

附金を支出したものとみなして、第34条の

6の規定を適用する。 

 (新型コロナウイルス感染症等に係る住宅

借入金等特別税額控除の特例) 

 第26条 所得割の納税義務者が前年分の所

得税につき新型コロナウイルス感染症特

例法第6条第4項の規定の適用を受けた場

合における附則第7条の3の2第1項の規定

の適用については、同項中「令和15年度」

とあるのは、「令和16年度」とする。 

 2 所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき新型コロナウイルス感染症特例法第6

条の2第1項の規定の適用を受けた場合に

おける附則第7条の3の2第1項の規定の適

用については、同項中「令和15年度」とあ

るのは「令和17年度」と、「令和3年」と

あるのは「令和4年」とする。 

（船橋市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 
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第２条 船橋市市税条例等の一部を改正する条例（令和３年船橋市条例第４２号）の一部

を次のように改正する。 

 第１条の表中 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者

の扶養親族申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者

の扶養親族申告書) 

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1

項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者又は法の

施行地において同項に規定する公的年

金等(所得税法第203条の7の規定の適

用を受けるものを除く。以下この項に

おいて「公的年金等」という。)の支払

を受ける者であって、扶養親族(年齢16

歳未満の者に限る。)を有する者(以下こ

の条において「公的年金等受給者」と

いう。)で市内に住所を有するものは、

当該申告書の提出の際に経由すべき所

得税法第203条の6第1項に規定する公

的年金等の支払者(以下この条において

「公的年金等支払者」という。)から毎

年最初に公的年金等の支払を受ける日

の前日までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、次に掲げる事項を記載した

申告書を、当該公的年金等支払者を経

由して、市長に提出しなければならな

い。 

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1

項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者又は法の

施行地において同項に規定する公的年

金等(所得税法第203条の7の規定の適

用を受けるものを除く。以下この項に

おいて「公的年金等」という。)の支払

を受ける者であって、扶養親族(控除対

象扶養親族を除く。)を有する者(以下こ

の条において「公的年金等受給者」と

いう。)で市内に住所を有するものは、

当該申告書の提出の際に経由すべき所

得税法第203条の6第1項に規定する公

的年金等の支払者(以下この条において

「公的年金等支払者」という。)から毎

年最初に公的年金等の支払を受ける日

の前日までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、次に掲げる事項を記載した

申告書を、当該公的年金等支払者を経

由して、市長に提出しなければならな

い。 

 (1)～(3) (略)  (1)～(3) (略) 
 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者

の扶養親族等申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者

の扶養親族等申告書) 

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1

項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者又は法の

施行地において同項に規定する公的年

金等(所得税法第203条の7の規定の適

用を受けるものを除く。以下この項に

おいて「公的年金等」という。)の支払

を受ける者であって、特定配偶者(所得

割の納税義務者(合計所得金額が900万

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1

項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者又は法の

施行地において同項に規定する公的年

金等(所得税法第203条の7の規定の適

用を受けるものを除く。以下この項に

おいて「公的年金等」という。)の支払

を受ける者であって、特定配偶者(所得

割の納税義務者(合計所得金額が900万

「 

を 

」 

「 
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円以下であるものに限る。)の自己と生

計を一にする配偶者(退職手当等(第53

条の2に規定する退職手当等に限る。以

下この項において同じ。)に係る所得を

有する者であって、合計所得金額が95

万円以下であるものに限る。)をいう。

第2号において同じ。)又は扶養親族(年

齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族

であって退職手当等に係る所得を有す

る者に限る。)を有する者(以下この条に

おいて「公的年金等受給者」という。)

で市内に住所を有するものは、当該申

告書の提出の際に経由すべき所得税法

第203条の6第1項に規定する公的年金

等の支払者(以下この条において「公的

年金等支払者」という。)から毎年最初

に公的年金等の支払を受ける日の前日

までに、施行規則で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該公的年金等支払者を経由して、

市長に提出しなければならない。 

円以下であるものに限る。)の自己と生

計を一にする配偶者(退職手当等(第53

条の2に規定する退職手当等に限る。以

下この項において同じ。)に係る所得を

有する者であって、合計所得金額が95

万円以下であるものに限る。)をいう。

第2号において同じ。)又は扶養親族(控

除対象扶養親族であって退職手当等に

係る所得を有しない者を除く。)を有す

る者(以下この条において「公的年金等

受給者」という。)で市内に住所を有す

るものは、当該申告書の提出の際に経

由すべき所得税法第203条の6第1項に

規定する公的年金等の支払者(以下この

条において「公的年金等支払者」とい

う。)から毎年最初に公的年金等の支払

を受ける日の前日までに、施行規則で

定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申告書を、当該公的年金等

支払者を経由して、市長に提出しなけ

ればならない。 

 (1)～(4) (略)  (1)～(4) (略) 

改める。 

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

(市民税に関する経過措置) (市民税に関する経過措置) 

第2条 (略) 第2条 (略) 

2 新条例第24条第2項、第32条第1号及び第

36条の3の3第1項並びに附則第5条第1項

の規定は、令和6年度以後の年度分の個人

の市民税について適用し、令和5年度分ま

での個人の市民税については、なお従前の

例による。 

2 新条例の規定中個人の市民税に関する

部分は、令和6年度以後の年度分の個人の

市民税について適用し、令和5年度分まで

の個人の市民税については、なお従前の例

による。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

⑴ 第１条中船橋市市税条例第３６条の３の２の見出し及び同条第１項並びに第３６条

」 

に 
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の３の３の見出し及び同条第１項の改正規定並びに同条例附則第７条の３の２第１項、

第１７条の２第３項及び第２５条の改正規定並びに同条例附則第２６条を削る改正規

定並びに第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）の規定並びに附則第３条第１項及び

第２項の規定 令和５年１月１日 

⑵ 第１条中船橋市市税条例第３３条第４項及び第６項、第３４条の８第１項及び第２

項、第３６条の２第１項ただし書及び第２項並びに第５３条の７の改正規定並びに同

条例附則第１６条の３第２項、第２０条の２第４項並びに第２０条の３第４項及び第

６項の改正規定並びに第２条（船橋市市税条例等の一部を改正する条例（令和３年船

橋市条例第４２号）附則第２条第２項の改正規定に限る。）の規定並びに附則第３条第

３項の規定 令和６年１月１日 

⑶ 第１条中船橋市市税条例第１８条の４第１項及び第７３条の２の改正規定並びに次

条及び附則第４条第２項の規定 令和６年４月１日 

（納税証明書に関する経過措置） 

第２条 前条第３号に掲げる規定による改正後の船橋市市税条例第１８条の４第１項（地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は、同

号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第２０条の１０の規定による証明書の交付

について適用する。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 第１条の規定による改正後の船橋市市税条例（以下「新条例」という。）第３６条

の３の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び

次項において「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき第３６条の３の２第１項

に規定する給与について提出する同項及び同条第２項に規定する申告書について適用し、

１号施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改正前の船橋市市税条例（次項に

おいて「旧条例」という。）第３６条の３の２第１項に規定する給与について提出した同

項及び同条第２項に規定する申告書については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受けるべき所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２

０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」とい

う。）について提出する新条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書について適用し、

１号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第３６条の３の３
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第１項に規定する申告書については、なお従前の例による。 

３ 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の船橋市市税条例の規定中個人の市民税

に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年度

分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第４条 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一

部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前の地方税法附則第

１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前

の例による。 

２ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の船橋市市税条例第７３条の２（地方税

法第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にさ

れる同法第３８２条の２の規定による固定資産課税台帳（同条第１項ただし書の規定に

よる措置を講じたものを含む。）の閲覧及び同法第３８２条の３の規定による証明書（同

条ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の交付について適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

地方税法の一部改正に伴い、個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除等について、所

要の改正等を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２号 

 

 船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年５月２３日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市都市計画税条例（昭和３１年船橋市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

1～14 (略) 1～14 (略) 

15 附則第5項及び第7項の「宅地等」とは

法附則第17条第2号に、附則第5項及び第8

項の「前年度分の都市計画税の課税標準

額」とは法附則第25条第6項において読み

替えて準用される法附則第18条第6項に、

附則第5項、第6項、第8項及び第9項の「商

業地等」とは法附則第17条第4号に、附則

第8項から第10項までの「負担水準」とは

法附則第17条第8号ロに、附則第10項の

「農地」とは法附則第17条第1号に、同項

の「前年度分の都市計画税の課税標準額」

とは法附則第26条第2項において読み替

えて準用される法附則第18条第6項に、附

則第11項から第13項までの「市街化区域

農地」とは法附則第19条の2第1項に、附

則第12項の「前年度分の都市計画税の課

税標準額」とは法附則第27条の2第3項に

おいて読み替えて準用される法附則第18

条第6項に規定するところによる。 

15 附則第5項及び第7項の「宅地等」とは

法附則第17条第2号に、附則第5項及び第8

項の「前年度分の都市計画税の課税標準

額」とは法附則第25条第6項において読み

替えて準用される法附則第18条第6項に、

附則第6項、第8項及び第9項の「商業地等」

とは法附則第17条第4号に、附則第8項か

ら第10項までの「負担水準」とは法附則

第17条第8号ロに、附則第10項の「農地」

とは法附則第17条第1号に、附則第10項の

「前年度分の都市計画税の課税標準額」と

は法附則第26条第2項において読み替え

て準用される法附則第18条第6項に、附則

第11項から第13項までの「市街化区域農

地」とは法附則第19条の2第1項に、附則

第12項の「前年度分の都市計画税の課税

標準額」とは法附則第27条の2第3項にお

いて読み替えて準用される法附則第18条

第6項に規定するところによる。 

16 法附則第15条第1項、第10項、第14項か 16 法附則第15条第1項、第10項、第14項か
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ら第18項まで、第20項、第21項、第25項、

第28項、第32項から第36項まで、第39項、

第40項若しくは第44項、第15条の2第2項、

第15条の3又は第63条の規定の適用があ

る各年度分の都市計画税に限り、第2条第

2項中「又は第33項」とあるのは「若しく

は第33項又は附則第15条から第15条の3

まで若しくは第63条」とする。 

ら第18項まで、第20項、第21項、第25項、

第28項、第32項から第36項まで、第39項

若しくは第40項、第15条の2第2項、第15

条の3又は第63条の規定の適用がある各

年度分の都市計画税に限り、第2条第2項

中「又は第33項」とあるのは「若しくは

第33項又は附則第15条から第15条の3ま

で若しくは第63条」とする。 

17 (略)  17 (略) 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 地方税法の一部改正に伴い、課税標準の特例について、所要の改正等を行う必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３号 

 

 船橋市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年５月２３日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年船橋市条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2 補償を受ける権利を譲り渡し、担保に供

し、又は差し押えることはできない。 

2 補償を受ける権利を譲り渡し、担保に供

し、又は差し押えることはできない。ただ

し、傷病補償年金又は年金である障害補償

若しくは遺族補償を受ける権利を国民生

活金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫に

担保に供する場合は、この限りでない。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

理 由 

 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律の一部改正に伴い、補償を受ける権

利について、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 

－23－



議案第４号 

 

船橋市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年５月２３日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

船橋市病院事業の設置等に関する条例（昭和５８年船橋市条例第１１号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

別表第1 別表第1 

種別 単位 金額 

市 内

に 住

所 を

有 す

る者 

市 外

に 住

所 を

有 す

る者 

1～8 (略) (略) (略) 

9 非紹介

患 者 初

診 加 算

料 

医師であ

る保険医

による初

診の場合 

(略) 7,700円 

歯科医師

である保

険医によ

る初診の

場合 

5,500円 

10  紹介

済 患 者

再 診 加

算料 

医師であ

る保険医

による再

診の場合 

(略) 3,300円 

種別 単位 金額 

市 内

に 住

所 を

有 す

る者 

市 外

に 住

所 を

有 す

る者 

1～8 (略) (略) (略) 

9 非紹介

患 者 初

診 加 算

料 

医師であ

る保険医

による初

診の場合 

(略) 5,500円 

歯科医師

である保

険医によ

る初診の

場合 

3,300円 

10  紹介

済 患 者

再 診 加

算料 

医師であ

る保険医

による再

診の場合 

(略) 2,750円 
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 歯科医師

である保

険医によ

る再診の

場合 

 2,090円 

11～14 (略) (略) (略) 
 

 歯科医師

である保

険医によ

る再診の

場合 

 1,650円 

11～14 (略) (略) (略) 
 

備考 備考 

1～4 (略) 1～4 (略) 

5 非紹介患者初診加算料は他の病院

又は診療所からの文書による紹介な

しに受診した者の初診について、紹介

済患者再診加算料は他の病院(一般病

床を有する医療法(昭和23年法律第

205号)第4条第1項に規定する地域医

療支援病院(一般病床の数が200未満

であるものを除く。)、同法第4条の2

第1項に規定する特定機能病院及び

同法第30条の18の2第1項に規定する

外来機能報告対象病院等(同法第30条

の18の4第1項第2号の規定に基づき、

同法第30条の18の2第1項第1号の厚

生労働省令で定める外来医療を提供

する基幹的な病院として都道府県が

公表したものに限り、一般病床の数が

200未満であるものを除く。)を除く。)

又は診療所に対して文書による紹介

を行う旨の申出を行ったにもかかわ

らず受診した者の再診について徴収

する。ただし、緊急その他やむを得な

い事情がある場合を除く。 

5 非紹介患者初診加算料は他の病院

又は診療所からの文書による紹介な

しに受診した者の初診について、紹介

済患者再診加算料は他の病院(一般病

床を有する医療法(昭和23年法律第

205号)第4条第1項に規定する地域医

療支援病院(一般病床の数が200未満

であるものを除く。)及び同法第4条の

2第1項に規定する特定機能病院を除

く。)又は診療所に対して文書による

紹介を行う旨の申出を行ったにもか

かわらず受診した者の再診について

徴収する。ただし、緊急その他やむを

得ない事情がある場合を除く。 

6 (略) 6 (略) 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表第１の９の項及び１０の項の規定は、令和４年１０月１日以後の診療に

係る非紹介患者初診加算料及び紹介済患者再診加算料について適用し、同日前の診療に
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係る非紹介患者初診加算料及び紹介済患者再診加算料については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

保険医療機関及び保険医療養担当規則等の一部改正に伴い、非紹介患者初診加算料及び

紹介済患者再診加算料の額等について、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例

案を提出する理由である。 

－27－



議案第５号 

 

 船橋市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年５月２３日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市自転車等駐車場条例（平成２７年船橋市条例第５２号）の一部を次のように改正

する。 

改正後 改正前 

別表第1 別表第1 

第二種自転車等駐車場 第二種自転車等駐車場 

名称 位置 

(略) (略) 
 

名称 位置 

(略) (略) 

船橋市津田沼駅第

一自転車等駐車場 

船橋市前原西2丁目

650番 

船橋市津田沼駅第

二自転車等駐車場 

船橋市前原西2丁目

650番 
 

   附 則 

 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

理 由 

 

津田沼駅第一自転車等駐車場及び津田沼駅第二自転車等駐車場を廃止するため、所要の

改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第６号 

 

 船橋市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年５月２３日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市手数料条例（昭和３６年船橋市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表第2 別表第2 

手数料を徴収

する事務 

金額(特に定めるものを

除き、1件につき) 

1～18 (略) (略) 

19 租税特別

措置法(昭和

32年法律第

26号)第28条

の4第3項第5

号イ若しく

は第63条第3

項第5号イ又

は第31条の2

第2項第14号

ハ若しくは

第62条の3第

4項第14号ハ

に規定する

宅地の造成

が優良な宅

地の供給に

寄与するも 

(略) 

手数料を徴収

する事務 

金額(特に定めるものを

除き、1件につき) 

1～18 (略) (略) 

19 租税特別

措置法(昭和

32年法律第

26号)第28条

の4第3項第5

号イ、第63

条第3項第5

号イ若しく

は第68条の

69第3項第5

号イ又は第

31条の2第2

項第14号ハ

若しくは第

62条の3第4

項第14号ハ

に規定する

宅地の造成 

(略) 
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のであるこ

とについて

の認定の申

請に対する

審査 

 

 

 

 

20 租税特別

措置法第28

条の4第3項

第6号若しく

は第63条第3

項第6号又は

第31条の2第

2項第15号ニ

若しくは第

62条の3第4

項第15号ニ

に規定する

住宅の新築

が優良な住

宅の供給に

寄与するも

のであるこ

とについて

の認定の申

請に対する

審査 

 

 

(略) 

21～34 (略) (略) 
 

が優良な宅

地の供給に

寄与するも

のであるこ

とについて

の認定の申

請に対する

審査 

 

20 租税特別

措置法第28

条の4第3項

第6号、第63

条第3項第6

号若しくは

第68条の69

第3項第6号

又は第31条

の2第2項第

15号ニ若し

くは第62条

の3第4項第

15号ニに規

定する住宅

の新築が優

良な住宅の

供給に寄与

するもので

あることに

ついての認

定の申請に

対する審査 

(略) 

21～34 (略) (略) 
 

別表第3 別表第3 

手数料を徴収

する事務 

金額(特に定めるものを

除き、1件につき) 

1～61 (略) (略) 

62 租税特別

措置法第28

条の4第3項 

(略) 

 

 
 

手数料を徴収

する事務 

金額(特に定めるものを

除き、1件につき) 

1～61 (略) (略) 

62 租税特別

措置法第28

条の4第3項 

(略) 
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第7号イ又は

第63条第3項

第7号イに規

定する宅地

の造成が優

良な宅地の

供給に寄与

するもので

あることに

ついての認

定の申請に

対する審査 

 

 

 

 

63 租税特別

措置法第28

条の4第3項

第7号ロ若し

くは第63条

第3項第7号

ロ又は第31

条の2第2項

第15号ニ若

しくは第62

条の3第4項

第15号ニに

規定する住

宅の新築が

優良な住宅

の供給に寄

与するもの

であること

についての

認定の申請

に対する審

査 

 

 

(略) 

第7号イ、第

63条第3項第

7号イ又は第

68条の69第

3項第7号イ

に規定する

宅地の造成

が優良な宅

地の供給に

寄与するも

のであるこ

とについて

の認定の申

請に対する

審査 

 

63 租税特別

措置法第28

条の4第3項

第7号ロ、第

63条第3項第

7号ロ若しく

は第68条の

69第3項第7

号ロ又は第

31条の2第2

項第15号ニ

若しくは第

62条の3第4

項第15号ニ

に規定する

住宅の新築

が優良な住

宅の供給に

寄与するも

のであるこ

とについて

の認定の申

請に対する

審査 

(略) 
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64～256 (略) (略) 

257 長期優良

住宅の普及

の促進に関

する法律(平

成20年法律

第87号 )第5

条第1項から

第7項までの

規定による

認定の申請

に対する審

査 

1 認定の申請に係る計

画に住宅の品質確保

の促進等に関する法

律(平成11年法律第81

号)第6条の2第5項に

規定する住宅の構造

及び設備が長期使用

構造等である旨が記

載された確認書若し

くは住宅性能評価書

又はこれらの写し(以

下この項において「確

認書等」という。)の添

付がある場合 アか

らウまでの区分に応

じ次に掲げる金額 

ア及びイ (略) 

ウ ア及びイ以外  

イに規定する住宅

の区分に応じイに

掲げる金額 

2 認定の申請に係る計

画に確認書等の添付

がない場合 アから

ウまでの区分に応じ

次に掲げる金額 

ア及びイ (略) 

ウ ア及びイ以外  

イに規定する住宅

の区分に応じイに

掲げる金額 

(摘要) 

1及び2 (略) 

258 長期優良

住宅の普及

の促進に関

する法律第8

条第1項の規 

長期優良住宅の普及の

促進に関する法律第5条

第1項から第7項までの

規定による認定の申請

の項に掲げる区分に応 

64～256 (略) (略) 

257 長期優良

住宅の普及

の促進に関

する法律(平

成20年法律

第87号 )第5

条第1項から

第5項までの

規定による

認定の申請

に対する審

査 

1 認定の申請に係る計

画に住宅の品質確保

の促進等に関する法

律(平成11年法律第81

号)第6条の2第5項に

規定する住宅の構造

及び設備が長期使用

構造等である旨が記

載された確認書若し

くは住宅性能評価書

又はこれらの写し(以

下この項において「確

認書等」という。)の添

付がある場合 建築

の区分に応じ次に掲

げる金額 

ア及びイ (略) 

 

 

 

 

2 認定の申請に係る計

画に確認書等の添付

がない場合 建築の

区分に応じ次に掲げ

る金額 

ア及びイ (略) 

 

 

 

 

(摘要) 

1及び2 (略) 

258 長期優良

住宅の普及

の促進に関

する法律第8

条第1項の規 

長期優良住宅の普及の

促進に関する法律第5条

第1項から第5項までの

規定による認定の申請

の項に掲げる区分に応 
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定による変

更の認定の

申請に対す

る審査 

じ、それぞれ同項金額の

欄に定める金額に2分の

1を乗じて得た金額 

(摘要) 

1 (略) 

2 長期優良住宅の普及

の促進に関する法律

第8条第2項において

準用する第6条第2項

の規定による申出が

あった場合の変更の

認定の申請の手数料

の金額は、長期優良住

宅の普及の促進に関

する法律第5条第1項

から第7項までの規定

による認定の申請の

項の摘要の2の規定を

準用する。この場合に

おいて、同項の摘要の

2の規定中「認定の申

請」とあるのは「変更

の認定の申請」と、

「表に定める金額」と

あるのは「長期優良住

宅の普及の促進に関

する法律第5条第1項

から第7項までの規定

による認定の申請の

項に掲げる区分に応

じ、それぞれ同項金額

の欄に定める金額に2

分の1を乗じて得た金

額」と読み替えるもの

とする。 

259～274 (略) (略) 
 

定による変

更の認定の

申請に対す

る審査 

じ、それぞれ同項金額の

欄に定める金額に2分の

1を乗じて得た金額 

(摘要) 

1 (略) 

2 長期優良住宅の普及

の促進に関する法律

第8条第2項において

準用する第6条第2項

の規定による申出が

あった場合の変更の

認定の申請の手数料

の金額は、長期優良住

宅の普及の促進に関

する法律第5条第1項

から第5項までの規定

による認定の申請の

項の摘要の2の規定を

準用する。この場合に

おいて、同項の摘要の

2の規定中「認定の申

請」とあるのは「変更

の認定の申請」と、

「表に定める金額」と

あるのは「長期優良住

宅の普及の促進に関

する法律第5条第1項

から第5項までの規定

による認定の申請の

項に掲げる区分に応

じ、それぞれ同項金額

の欄に定める金額に2

分の1を乗じて得た金

額」と読み替えるもの

とする。 

259～274 (略) (略) 
 

  
附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、別表第２の１９の項及び２

０の項並びに別表第３の６２の項及び６３の項の改正規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号。以下「改正法」という。）第

３条の規定による改正前の法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第１２号の７の

２に規定する連結法人の連結親法人事業年度（同法第１５条の２第１項に規定する連結

親法人事業年度をいう。）が令和４年４月１日前に開始した連結事業年度（同項に規定す

る連結事業年度をいう。）における当該連結法人の短期所有に係る土地の譲渡等（改正法

第１６条の規定による改正前の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第６８条の

６９第２項第１号に規定する短期所有に係る土地の譲渡等をいう。）に関する改正後の別

表第２の１９の項及び２０の項並びに別表第３の６２の項及び６３の項の規定の適用に

ついては、別表第２の１９の項中「租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第２８

条の４第３項第５号イ若しくは第６３条第３項第５号イ又は第３１条の２第２項第１４

号ハ若しくは第６２条の３第４項第１４号ハ」とあるのは「所得税法等の一部を改正す

る法律（令和２年法律第８号）附則第１４条第２項の規定によりなおその効力を有する

こととされる同法第１６条の規定による改正前の租税特別措置法第６８条の６９第３項

第５号イ」と、同表２０の項中「租税特別措置法第２８条の４第３項第６号若しくは第

６３条第３項第６号又は第３１条の２第２項第１５号ニ若しくは第６２条の３第４項第

１５号ニ」とあるのは「所得税法等の一部を改正する法律附則第１４条第２項の規定に

よりなおその効力を有することとされる同法第１６条の規定による改正前の租税特別措

置法第６８条の６９第３項第６号」と、別表第３の６２の項中「租税特別措置法第２８

条の４第３項第７号イ又は第６３条第３項第７号イ」とあるのは「所得税法等の一部を

改正する法律附則第１４条第２項の規定によりなおその効力を有することとされる同法

第１６条の規定による改正前の租税特別措置法第６８条の６９第３項第７号イ」と、同

表６３の項中「租税特別措置法第２８条の４第３項第７号ロ若しくは第６３条第３項第

７号ロ又は第３１条の２第２項第１５号ニ若しくは第６２条の３第４項第１５号ニ」と

あるのは「所得税法等の一部を改正する法律附則第１４条第２項の規定によりなおその

効力を有することとされる同法第１６条の規定による改正前の租税特別措置法第６８条

の６９第３項第７号ロ」とする。 
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理 由 

 

 長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の一部改正に伴い、長期優良住宅維持保全計

画の認定の申請等に係る手数料について、所要の改正を行う必要がある。これが、この条

例案を提出する理由である。 
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議案第７号 

 

令和４年度小学校（１・２年）電子黒板（北部・西部地区）物品供給契約の締結に

ついて 

 

電子黒板（北部・西部地区）の購入について、次のとおり物品供給契約を締結する。 

 

令和４年５月２３日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 契約の目的  電子黒板（北部・西部地区）の購入 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契 約 金 額  １６７，２００，０００円 

４ 契約の相手方  千葉県船橋市八木が谷１丁目１１番２８号 

 ダイイチサプライ株式会社 

 代表取締役  竹 内  祐 二 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 電子黒板（北部・西部地区）を購入するについて、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第３条の規定により議会の議決を得る必要がある。 
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議案第８号 

 

令和４年度小学校（１・２年）電子黒板（南部・東部地区）物品供給契約の締結に

ついて 

 

電子黒板（南部・東部地区）の購入について、次のとおり物品供給契約を締結する。 

 

令和４年５月２３日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 契約の目的  電子黒板（南部・東部地区）の購入 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契 約 金 額  １６２，８００，０００円 

４ 契約の相手方  千葉県船橋市八木が谷１丁目１１番２８号 

 ダイイチサプライ株式会社 

 代表取締役  竹 内  祐 二 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 電子黒板（南部・東部地区）を購入するについて、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第３条の規定により議会の議決を得る必要がある。 
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議案第９号 

 

   損害賠償の額の決定について 

 

 施設管理瑕疵による損害賠償請求事件について、次のとおり損害賠償の額を定める。 

 

令和４年５月２３日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 相手方 

   東京都中央区新川１丁目３番３号２Ｆ 

   株式会社トップランク 

   代表取締役 五十嵐 真一 

 

２ 要旨 

⑴ 被告は、原告に対し、賠償金として３２，５００，０００円の支払義務があること

を認める。 

⑵ 原告及び被告は、原告と被告との間には、本件に関し、本和解条項に定めるものの

ほかに何らの債権債務がないことを相互に確認する。 

 

 

 

理 由 

 

施設管理瑕疵による損害賠償請求事件について、損害賠償の額を定めることについて、

地方自治法第９６条第１項第１３号の規定により議会の議決を得る必要がある。 
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議案第１０号 

 

   市道の路線認定及び変更について 

 

 市道の路線を次のとおり認定及び変更する。 

 

  令和４年５月２３日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

認定    
 

路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

64-141 三咲１丁目 425-7 三咲１丁目 318-3 
6.08 

62.57  

6.11 

66-105 二和西４丁目 98-17 二和西４丁目 98-24 
6.00 

94.26  

6.00 

05P003 海神６丁目 1168-1 海神６丁目 1123-6 
2.00 

23.53  

2.00 

合 計    
180.36  
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変更    
 

路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

59-058 坪井町 1350 坪井町 1350 
6.00 

118.26 
変更前 

6.01 

59-058 坪井町 1350 坪井東６丁目 1366-33 
6.00 

465.19 
変更後 

6.01 

    346.93 

 

合 計    346.93 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 市道の路線認定及び変更について、道路法第８条第２項及び第１０条第３項の規定によ

り議会の議決を得る必要がある。 
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議案第１１号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和４年５月２３日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 船橋市市税条例の一部を改正する条例については、地方税法等の一部を改正する法律（令

和４年法律第１号）の施行に伴い、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がな

いので、地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

  令和４年３月３１日 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  
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船橋市市税条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市市税条例（昭和２９年船橋市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(法人の市民税の申告納付) (法人の市民税の申告納付) 

第 48条 (略) 第 48条 (略) 

2～8 (略)  2～8 (略) 

9 法第 321 条の 8 第 62 項に規定する特定

法人である内国法人は、第 1 項の規定に

より、納税申告書により行うこととされて

いる法人の市民税の申告については、同項

の規定にかかわらず、同条第 62項及び施

行規則で定めるところにより、納税申告書

に記載すべきものとされている事項(次項

及び第 11項において「申告書記載事項」

という。)を、法第 762 条第 1号に規定す

る地方税関係手続用電子情報処理組織を

使用し、かつ、地方税共同機構(第 11項に

おいて「機構」という。)を経由して行う

方法により市長に提供することにより、行

わなければならない。 

9 法第 321 条の 8 第 60 項に規定する特定

法人である内国法人は、第 1 項の規定に

より、納税申告書により行うこととされて

いる法人の市民税の申告については、同項

の規定にかかわらず、同条第 60項及び施

行規則で定めるところにより、納税申告書

に記載すべきものとされている事項(次項

及び第 11項において「申告書記載事項」

という。)を、法第 762 条第 1号に規定す

る地方税関係手続用電子情報処理組織を

使用し、かつ、地方税共同機構(第 11項に

おいて「機構」という。)を経由して行う

方法により市長に提供することにより、行

わなければならない。 

10～14 (略)  10～14 (略) 

15 第12項前段の規定の適用を受けている

内国法人につき、法第 321条の 8第 71項

の処分又は前項の届出書の提出があった

ときは、これらの処分又は届出書の提出が

あった日の翌日以後の第 12項前段の期間

内に行う第 9 項の申告については、第 12

項前段の規定は適用しない。ただし、当該

内国法人が、同日以後新たに同項前段の承

認を受けたときは、この限りでない。 

15 第12項前段の規定の適用を受けている

内国法人につき、法第 321条の 8第 69項

の処分又は前項の届出書の提出があった

ときは、これらの処分又は届出書の提出が

あった日の翌日以後の第 12項前段の期間

内に行う第 9 項の申告については、第 12

項前段の規定は適用しない。ただし、当該

内国法人が、同日以後新たに同項前段の承

認を受けたときは、この限りでない。 

16 (略)  16 (略) 

(固定資産課税台帳の閲覧又は固定資産課

税台帳に記載されている事項の証明書の

交付の手数料) 

(固定資産課税台帳の閲覧又は固定資産課

税台帳に記載されている事項の証明書の

交付の手数料) 

第 73条の 2 法第 382条の 2に規定する固

定資産課税台帳(同条第 1 項ただし書の規

定による措置を講じたものを含む。)の閲

第 73条の 2 法第 382条の 2に規定する固

定資産課税台帳の閲覧又は法第 382 条の

3 に規定する固定資産課税台帳に記載さ
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覧又は法第 382 条の 3 に規定する固定資

産課税台帳に記載されている事項の証明

書(同条ただし書の規定による措置を講じ

たものを含む。)の交付の手数料は、船橋

市手数料条例に定めるところによる。た

だし、法第 416 条第 3 項又は第 419 条第

8 項の規定により公示した期間において

納税義務者の閲覧に供する場合にあって

は、手数料を徴しない。 

れている事項の証明書の交付の手数料

は、船橋市手数料条例に定めるところに

よる。ただし、法第 416 条第 3 項又は第

419 条第 8 項の規定により公示した期間

において納税義務者の閲覧に供する場合

にあっては、手数料を徴しない。 

附 則 附 則 

(法附則第 15 条第 2 項第 1 号等の条例で

定める割合) 

(法附則第 15 条第 2 項第 1 号等の条例で

定める割合) 

第 10条の 2 (略)  第 10条の 2 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 法附則第 15条第 26項第 1号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の 2とする。 

3 法附則第 15条第 27項第 1号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の 2とする。 

4 法附則第 15条第 26項第 1号ロに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の 2とする。 

4 法附則第 15条第 27項第 1号ロに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の 2とする。 

5 法附則第 15条第 26項第 1号ハに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の 2とする。 

5 法附則第 15条第 27項第 1号ハに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の 2とする。 

6 法附則第 15条第 26項第 1号ニに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の 2とする。 

6 法附則第 15条第 27項第 1号ニに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の 2とする。 

7 法附則第 15条第 26項第 2号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、4分の 3とする。 

7 法附則第 15条第 27項第 2号イに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、4分の 3とする。 

8 法附則第 15条第 26項第 2号ロに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、4分の 3とする。 

8 法附則第 15条第 27項第 2号ロに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、4分の 3とする。 

9 法附則第 15条第 26項第 2号ハに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、4分の 3とする。 

9 法附則第 15条第 27項第 2号ハに規定す

る設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は、4分の 3とする。 

10 法附則第 15 条第 26 項第 3 号イに規定

する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は、2分の 1 とする。 

10 法附則第 15 条第 27 項第 3 号イに規定

する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は、2分の 1 とする。 

11 法附則第 15 条第 26 項第 3 号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村

11 法附則第 15 条第 27 項第 3 号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村
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の条例で定める割合は、2分の 1 とする。 の条例で定める割合は、2分の 1 とする。 

12 法附則第 15 条第 26 項第 3 号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は、2分の 1 とする。 

12 法附則第 15 条第 27 項第 3 号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は、2分の 1 とする。 

13 法附則第 15 条第 29 項に規定する市町

村の条例で定める割合は、3 分の 2 とす

る。 

13 法附則第 15 条第 30 項に規定する市町

村の条例で定める割合は、3 分の 2 とす

る。 

14 法附則第 15 条第 33 項に規定する市町

村の条例で定める割合は、3 分の 1 とす

る。 

14 法附則第 15 条第 34 項に規定する市町

村の条例で定める割合は、3 分の 1 とす

る。 

15 法附則第 15 条第 34 項に規定する市町

村の条例で定める割合は、3 分の 2 とす

る。 

15 法附則第 15 条第 35 項に規定する市町

村の条例で定める割合は、3 分の 2 とす

る。 

16及び 17 (略) 16及び 17 (略) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき

申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき

申告) 

第 10条の 3 (略)  第 10条の 3 (略)  

2～7 (略)  2～7 (略)  

8 法附則第 15 条の 9 第 9 項の熱損失防止

改修等住宅又は同条第 10項の熱損失防止

改修等専有部分について、これらの規定

の適用を受けようとする者は、同条第 9

項に規定する熱損失防止改修工事等が完

了した日から 3 月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第 7

条第 9 項各号に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

8 法附則第 15 条の 9 第 9 項の熱損失防止

改修住宅又は同条第 10項の熱損失防止改

修専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第 9 項に

規定する熱損失防止改修工事が完了した

日から 3 月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第 7 条第 9

項各号に掲げる書類を添付して市長に提

出しなければならない。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 熱損失防止改修工事等が完了した年

月日 

(4) 熱損失防止改修工事が完了した年月

日 

(5) 熱損失防止改修工事等に要した費用

及び令附則第 12 条第 31 項に規定する

補助金等 

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及

び令附則第 12 条第 31 項に規定する補

助金等 

(6) 熱損失防止改修工事等が完了した日

から 3 月を経過した後に申告書を提出

する場合には、3月以内に提出すること

ができなかった理由 

(6) 熱損失防止改修工事が完了した日か

ら 3 月を経過した後に申告書を提出す

る場合には、3 月以内に提出することが

できなかった理由 

9 (略)  9 (略)  

10 法附則第 15条の 9の 2第 4項に規定す 10 法附則第 15条の 9の 2第 4項に規定す
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る特定熱損失防止改修等住宅又は同条第

5 項に規定する特定熱損失防止改修等住

宅専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、法附則第 15 条

の 9 第 9 項に規定する熱損失防止改修工

事等が完了した日から 3 月以内に、次に

掲げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第 7条第 11項各号に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

る特定熱損失防止改修住宅又は同条第 5

項に規定する特定熱損失防止改修住宅専

有部分について、これらの規定の適用を

受けようとする者は、法附則第 15 条の 9

第 9 項に規定する熱損失防止改修工事が

完了した日から 3 月以内に、次に掲げる

事項を記載した申告書に施行規則附則第

7 条第 11 項各号に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 熱損失防止改修工事等が完了した年

月日 

(4) 熱損失防止改修工事が完了した年月

日 

(5) 熱損失防止改修工事等に要した費用

及び令附則第 12 条第 31 項に規定する

補助金等 

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及

び令附則第 12 条第 31 項に規定する補

助金等 

(6) 熱損失防止改修工事等が完了した日

から 3 月を経過した後に申告書を提出

する場合には、3月以内に提出すること

ができなかった理由 

(6) 熱損失防止改修工事が完了した日か

ら 3 月を経過した後に申告書を提出す

る場合には、3 月以内に提出することが

できなかった理由 

11及び 12 (略)  11及び 12 (略) 

(宅地等に対して課する令和 3 年度から令

和 5 年度までの各年度分の固定資産税の

特例) 

(宅地等に対して課する令和 3 年度から令

和 5 年度までの各年度分の固定資産税の

特例) 

第 12条 宅地等に係る令和 3年度から令和

5 年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税額が、当該宅地等の当該年度分の

固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額に、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格(当該宅地等が当該年度分の固定資

産税について法第 349 条の 3 の 2 の規定

の適用を受ける宅地等であるときは、当

該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。)に 100分

の 5(商業地等に係る令和 4 年度分の固定

資産税にあっては、100 分の 2.5)を乗じて

得た額を加算した額(令和 3 年度分の固定

資産税にあっては、前年度分の固定資産

税の課税標準額)(当該宅地等が当該年度

第 12条 宅地等に係る令和 3年度から令和

5 年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税額が、当該宅地等の当該年度分の

固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額に、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格(当該宅地等が当該年度分の固定資

産税について法第 349 条の 3 の 2 の規定

の適用を受ける宅地等であるときは、当

該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。)に 100分

の 5 を乗じて得た額を加算した額(令和 3

年度分の固定資産税にあっては、前年度

分の固定資産税の課税標準額)(当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法

第 349 条の 3 又は附則第 15 条から第 15
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分の固定資産税について法第 349 条の 3

又は附則第 15 条から第 15 条の 3 までの

規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額(以下

「宅地等調整固定資産税額」という。)を

超える場合には、当該宅地等調整固定資

産税額とする。 

条の 3 までの規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資

産税額(以下「宅地等調整固定資産税額」

という。)を超える場合には、当該宅地等

調整固定資産税額とする。 

2～5 (略)  2～5 (略)  

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の船橋市市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令

和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和３年度分までの固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 
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議案第１２号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和４年５月２３日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例については、地方税法等の一部を改正する

法律（令和４年法律第１号）の施行に伴い、特に緊急を要するため議会を招集する時間的

余裕がないので、地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

  令和４年３月３１日 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  
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船橋市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市都市計画税条例（昭和３１年船橋市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

(施行期日等) (施行期日等) 

1 (略)  1 (略)  

(法附則第 15条第 33項の条例で定める割

合) 

(法附則第 15条第 34項の条例で定める割

合) 

2 法附則第 15条第 33項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の 1 とする。 

2 法附則第 15条第 34項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の 1 とする。 

(法附則第 15条第 34項の条例で定める割

合) 

(法附則第 15条第 35項の条例で定める割

合) 

3 法附則第 15条第 34項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の 2 とする。 

3 法附則第 15条第 35項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の 2 とする。 

 (改修実演芸術公演施設に対する都市計画

税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告) 

 (改修実演芸術公演施設に対する都市計画

税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告) 

4 (略)  4 (略)  

(宅地等に対して課する令和 3 年度から令

和 5 年度までの各年度分の都市計画税の

特例) 

(宅地等に対して課する令和 3 年度から令

和 5 年度までの各年度分の都市計画税の

特例) 

5 宅地等に係る令和 3年度から令和 5年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当

該宅地等に係る当該年度分の都市計画税

額が、当該宅地等の当該年度分の都市計

画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額に、当該宅地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき価格

(当該宅地等が当該年度分の都市計画税に

ついて法第 702 条の 3 の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に同

条に定める率を乗じて得た額。以下同じ。)

に 100 分の 5(商業地等に係る令和 4 年度

分の都市計画税にあっては、100分の 2.5)

を乗じて得た額を加算した額(令和 3 年度

分の都市計画税にあっては、前年度分の

都市計画税の課税標準額)(当該宅地等が

5 宅地等に係る令和 3年度から令和 5年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当

該宅地等に係る当該年度分の都市計画税

額が、当該宅地等の当該年度分の都市計

画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額に、当該宅地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき価格

(当該宅地等が当該年度分の都市計画税に

ついて法第 702 条の 3 の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に同

条に定める率を乗じて得た額。以下同じ。)

に 100 分の 5 を乗じて得た額を加算した

額(令和 3 年度分の都市計画税にあって

は、前年度分の都市計画税の課税標準額)

(当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第 349 条の 3(第 18 項を除く。)
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当該年度分の固定資産税について法第 34

9 条の 3(第 18 項を除く。)又は附則第 15

条から第 15条の 3までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)を当

該宅地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額(以下「宅地等調整都市

計画税額」という。)を超える場合には、

当該宅地等調整都市計画税額とする。 

又は附則第 15 条から第 15 条の 3 までの

規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額(以下

「宅地等調整都市計画税額」という。)を

超える場合には、当該宅地等調整都市計

画税額とする。 

6～15 (略) 6～15 (略) 

16 法附則第 15 条第 1 項、第 10 項、第 1

4項から第 18項まで、第 20項、第 21項、

第 25項、第 28項、第 32項から第 36項

まで、第 39 項若しくは第 40項、第 15条

の 2 第 2 項、第 15 条の 3 又は第 63 条の

規定の適用がある各年度分の都市計画税

に限り、第 2条第 2項中「又は第 33項」

とあるのは「若しくは第 33項又は附則第

15 条から第 15 条の 3 まで若しくは第 63

条」とする。 

16 法附則第 15 条第 1 項、第 10 項、第 1

5項から第 19項まで、第 21項、第 22項、

第 26項、第 29項、第 33項から第 35項

まで、第 37 項から第 39項まで、第 42項

若しくは第 43 項、第 15 条の 2 第 2 項、

第 15 条の 3 又は第 63 条の規定の適用が

ある各年度分の都市計画税に限り、第 2

条第 2項中「又は第 33項」とあるのは「若

しくは第 33項又は附則第 15条から第 15

条の 3まで若しくは第 63条」とする。 

17 (略)  17 (略) 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の船橋市都市計画税条例の規定は、令和４年度以後の年度分の

都市計画税について適用し、令和３年度分までの都市計画税については、なお従前の例

による。 
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議案第１３号 

 

   固定資産評価審査委員会委員選任の同意を求めることについて 

 

 固定資産評価審査委員会委員佐瀬 俊道は、令和４年６月３０日をもって任期が満了す

るので、引き続いて同人を委員に選任したいから、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第４２３条第３項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和４年５月２３日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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議案第１４号 

 

   固定資産評価審査委員会委員選任の同意を求めることについて 

 

 固定資産評価審査委員会委員柳町 和巳は、令和４年９月３０日をもって任期が満了す

るので、引き続いて同人を委員に選任したいから、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第４２３条第３項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和４年５月２３日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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議案第 15号

令和 4年度船橋市一般会計補正予算

令和 4年度船橋市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 640, 455千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 231, 080,455千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

令和 4年 5月 23日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1表歳入歳出予算補正

歳 入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

60 国庫支出金 43,827,100 640,455 44,467,555 

15 国庫補助金 7,378,830 640,455 8,019,285 

歳 入 合 計 230,440,000 640,455 231,080,455 
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一般会計

歳

款 項 補正前の額 補 正 額 計

20 民生費 100,557,400 640,455 101,197,855 

15 児童福祉費 46,058,950 640,455 46,699,405 

， 

歳 出 合 計 230,440,000 640,455 231,080,455 

出 （単位：千円）


